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第 ３ 次 愛 媛 県 肝 炎 対 策 推 進 計 画 の 概 要 
 

１ 計画策定の趣旨 

  肝炎対策基本法に基づき策定された国の「肝炎対策の推進に関する基本的な指

針」等を参考にしつつ、肝炎の予防と早期発見、安心して治療が受けられる社会の

実現を図るため、第２次計画を基に本計画を策定。 

 

２ 計画期間 

   令和４年度から令和８年度まで〈５年間〉 

 

３ 計画のスローガン（第２次計画を継承） 

まずは『予防』、そして『早期発見』と『安心して治療の継続』ができる社会を目指して 

 

４ 計画のポイント 

◆肝炎に関する正しい知識の普及啓発の強化と肝炎ウイルス検査の促進 

  無関心層への知識啓発を図り、肝炎ウイルス検査受検者数の増加を図る。 

◆肝炎治療等の継続に対するフォローアップの強化 

  肝炎医療コーディネーターの養成及びスキルアップを促進することで、治療等の

継続に関する患者等の理解の促進及び医療費助成制度の利用促進を図る。 

 

５ 計画の内容 

◆現 状 

 本県の肝及び肝内胆管がん 75 歳未満年齢調整死亡率は上位に位置しており、全国

的にも高い水準で推移。 

◆「総合指標」と「成果指標」 

【総合指標】 

【成果指標１】 肝炎ウイルス検査受検件数を増加。 

 肝炎に関する正しい知識の普及啓発を行い、健康診査と併せて肝炎ウイルス検

査が受検できることなどについて周知していくことにより、受検件数を増加。 

      検査件数：約 75,000 件 ⇒ 約 130,000 件へ  

 

【成果指標２】 肝炎ウイルス陽性者フォローアップ事業による初回精密検査費用

の助成件数を増加。 

 肝炎患者等が個々の病態に応じた適切な肝炎治療を受けられるよう、肝炎ウイ

ルス検査後におけるフォローアップ事業を推進。特に初回精密検査について重点

的に取り組むことで、円滑な定期検査及び早期治療のための受診勧奨を促進。 

      初回精密検査数：56 件 ⇒ 100 件へ  

 

【成果指標３】 肝炎医療コーディネーターの認定者数を増加。 
 肝炎対策の正しい知識を持ち、感染が判明した後に適切な医療に結び付け、患
者・家族等への相談に応じる専門知識を持った人材の養成及び資質を向上。 

      肝炎医療コーディネーター認定人数：491 人 ⇒ 600 人へ  

肝及び肝内胆管がん粗死亡率（人口 10 万対）を３割低下させ、全国平均レベル

を目指す。 粗死亡率（人口 10 万対）：26.6（全国 20.2） ⇒ 18.6 へ  



◆「基本目標」と「重点目標」 

 【基本目標１】肝炎の予防と早期発見 

 

 

 

 

 

【重点目標１】 肝炎の予防と早期発見に関する正しい知識の普及啓発の推進 
 肝炎デーや肝臓週間における集中的な啓発活動や若者に対する情報提供を
行うほか、医療機関や健診機関等と連携した効果的な啓発を推進。 

 
【重点目標２】 肝炎ウイルス検査の促進 

 肝炎ウイルス検査に関する広報活動を強化するほか、がん検診や特定健診等
他の健診と連携し、受検機会を確保。 
 検査を受けられる機会を確保する等の取組を強力に進め、検診体制等の利便
性に配慮した検査体制を整備。 

 

 

 【基本目標２】 安心して治療が受けられる社会づくり 

 

 

 

 

 

 

 

【重点目標１】 要診療者への継続した保健指導体制の確保 
 市町、保健所や職場の健康管理を担当する関係者が、肝炎ウイルス検査後の
フォローアップや肝炎患者等に適切な医療機関への受診勧奨を連携して行う
体制について検討するほか、中心となって進める人材（肝炎医療コーディネー
ター等）の育成及び資質を向上。 

 
【重点目標２】 かかりつけ医と専門医療機関の連携 

 医療機関が適切に機能しているか確認するとともに、人材の資質の向上に努
め、肝疾患診療連携拠点病院が中心となって肝疾患専門医療機関等の水準の向
上、かかりつけ医を含む地域の医療機関との連携強化を図り、地域偏在なく適
切な肝炎治療が受けられるよう、地域の特性に応じた肝疾患診療連携体制を強
化。 

 
【重点目標３】 肝炎患者及びその家族等に対する相談支援の充実 

 肝疾患診療連携拠点病院等と連携し、肝炎患者等の利便性やニーズを考慮し、
より効果的に情報提供し、相談体制を充実。 

 
【重点目標４】 肝炎の治療等に関する正しい知識の普及啓発の推進 

 肝炎についての正しい理解の促進のために、関係機関と協力し、分りやすい
情報を提供するとともに、受検や継続受診の必要性の啓発を推進。 

○ 一人ひとりが新たな感染が生じないよう正しく行動することが大切。 

○ 少なくとも一人１回は肝炎ウイルス検査を受検し、感染の有無について 

早期に認識できるよう、正しい知識の普及啓発及びウイルス検査を促進。 

 

○ 肝炎ウイルス検査の結果、診療が必要と判断された者に対する検査後の 

フォローアップ体制を整備、推進。 

○ 患者等が働きながら継続的に治療を受けるため、高度専門医療が地域偏在なく 

提供される体制の整備や、経済的、精神的不安の軽減のための支援を充実。 
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厚生労働省 健康局・生活衛生局

がん・疾病対策課 肝炎対策推進室

令和６年度肝炎対策予算概算要求について

第３１回 肝炎対策推進協議会

令和５年１０月１８日 資料１



令和６年度 肝炎対策予算概算要求の概要

1,178億円（ 1,178億円）（参考）Ｂ型肝炎訴訟の給付金などの支給

｢肝炎対策基本指針｣に基づき、肝硬変・肝がんへの移行者を減らすことを目標として、肝炎医療、肝炎ウイルス検査、診療体制、普及啓発、研究などの「肝炎総合対策」を推進する。

基本的な考え方

○ウイルス性肝炎に係る医療の推進
・ Ｂ型肝炎・Ｃ型肝炎のインターフェロン治療、インターフェロンフリー治療及び核酸アナログ製剤治療に係る患者の自己負担を軽減し、適切な医療の確保と受療の促進を図る。
○肝がん・重度肝硬変に係る治療研究の促進及び患者への支援
・ 肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝硬変の特徴を踏まえ、患者の医療費の負担軽減を図りつつ、治療研究を促進するための支援を実施する。

１． 肝疾患治療の促進 84億円（86億円）

令和６年度概算要求 175億円 （令和５年度予算額 170億円）

○肝炎総合対策推進国民運動（知って、肝炎プロジェクト）による普及啓発の推進
・ 都道府県等や民間企業と連携した多種多様な媒体を活用した効果的な情報発信を通じ、肝炎に関する正しい知識や肝炎ウイルス検査の必要性などをわかりやすく伝える啓
発事業を展開する。

４． 国民に対する正しい知識の普及 ２億円（２億円）

・ Ｂ型肝炎の画期的な新規治療薬の開発や肝硬変の病態解明と新規治療法の開発、Ｃ型肝炎の薬剤耐性等に関する研究等の実用化研究と、肝炎対策を総合的に推進す
るための基盤となる行政的な課題を解決するための政策研究を推進する。

５． 研究の推進 45億円（38億円）

○地域における肝疾患診療連携体制の強化
・ 都道府県等への助成により、都道府県と肝疾患診療連携拠点病院を中心とした関係機関の連携を強化するとともに、医療従事者や肝炎医療コーディネーター等の人材育成、
肝炎患者等への治療や生活の相談支援等を行い、肝疾患診療連携体制の強化を図る。

○肝炎情報センターによる支援機能の戦略的強化
・ 国立国際医療センター肝炎情報センターによる肝疾患診療連携拠点病院への支援機能を強化して、地域の肝疾患医療や患者等の支援の向上を図るとともに、均てん化に
資するよう連携体制の構築を行う。
・ 肝疾患診療連携拠点病院の相談員等が、肝炎患者からの相談に対する補助ツールとして活用することができる相談支援システムの運用等を行う。

３． 地域における肝疾患診療連携体制の強化 5億円（5億円）

・ 利便性に配慮した肝炎ウイルス検査体制を確保し、相談や職域の健康診断における啓発の実施などにより、肝炎ウイルス検査の受検を促進する。また、市町村での健康増進
事業において、肝炎ウイルス検査の個別勧奨を実施する。
・ 肝炎ウイルス検査陽性者への受診勧奨を行うとともに、初回精密検査や定期検査費用に対する助成を行うことにより、肝炎患者の早期治療を促進し、重症化の予防を図る。

２． 肝炎ウイルス検査と重症化予防の推進 39億円（39億円）
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